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1 はじめに
わが国における長寿化と核家族化等による家族の介護機能の低下の中で、高齢者の介護
が大きな社会問題となり、 1997年(平成9年)12月に介護保険法が成立し、 2000年(平成
12年) 4月から実施された。同時に、生活保護法の中に介護扶助に関する規定が設けられ、
介護サービス保障が生存権の重要な内容をなすものとして制度上明確に位置付けられた。
生存権は、憲法25条によってすべての国民に保障されているが、従来から、その法的性
格をめぐって議論が行われ、大別するとプログラム規定説、抽象的権利説、具体的権利説
を生みだしている。
プログラム規定説は、憲法25条は、国家に対して、国民の生存を確保すべき政治的・道
義的義務を課したに止まり、個々の国民に対して具体的な権利を保障したものではないと
いう。抽象的権利説は、憲法25条は、国民に対し、国家に、健康で文化的な最低限度の生
活を営むための立法その他必要な措置を講ずることを要求する抽象的権利を認めており、
国に対して生存権を実現すべき法的義務を課していると説く。しかし、この説によっても、
個々の国民は、憲法25条を直接の根拠として具体的な生存権の保障を請求することはでき
ない。現在の通説と言ってよい。これに対し、具体的権利説は抽象的権利説を一歩進めて、
憲法25条を具体化する法律が存在しない場合においても、国の不作為の違法確認訴訟を提
起することができると説く。しかし、具体的権利説においても直接憲法25条に基づいて具
体的な生存権の保障を請求することはできないとする点においては、抽象的権利説と異な
るところはない。
このように眺めてくると、いずれの説をとっても、国民が具体的に国家に対し生存権を
主張するためには、憲法25条の趣旨を具体化する法律が必要であり、今日、生活保護法を
はじめ各種の健康保険法や社会福祉諸法等が整備されている。そして、介護サービスの保
障を目的に介護保険法が社会保障法の一環として制定され、また、介護扶助が憲法25条の
趣旨を具体化する生活保護法の中に規定されたことは、要介護状態が、疾病、失業、老齢
等とともに要保障事故として法制度上明確に位置付けられたことを意味する。
本研究ノートは、介護保険法は、生活保護法と同様に、憲法25条が定める「健康で文化
的な最低限度の生活Jを具体的に保障するものではないかとの考えのもとに、介護サービ
スの生存権上の位置付けについて考察したものであるが、そのために、先ず、介護サ ビ
スが生存権の中心をなす生命の維持・尊重とどのような関係に立っかについて考察し、次
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いで、 「最低限度の生活保障」、 「快適な生活保障」という生存権の二重構造と、そこか
ら導き出される「健康で文化的な最低限度の生活保障」と介護サ ピスとの関係について
考察し、最後に、介護サービスの保障を目的に制定された介護保険法が生存権保障の上で
どのような意味をもっているかについて考察を加えたものである。
2 生命の維持・尊重と介護サービス
(1)生命の維持・尊重と衣食住の確保
生存権が「人たるに値する生活を保障」するものと言っても、その中心に生命の尊重が
あり、生命の尊重を抜きにして生存権の保障を云々しても全く意味をなさない。山内敏弘
は、基本的人権の総則的意味を持つ憲法13条に関し、従来の有力な学説が「生命、自由及
び幸福追及に対する国民の権利」を「幸福追及権」として包括的、統一的に捉えているこ
とを批判し、生命権を自由権や幸福追及権とは区別された独自の人権として構成すべきこ
とを提言している。そして、人間の生命は、それぞれの人間にとってかけがえのない貴重
なものであり、それなくしては、人間としての生存や活動が不可能であって、その意味で
生命の尊重はすべての人権の前提となることに言及している(1)。しかし、生物の一種とし
ての人間はそれ自体で生存することはできず、食べ物を摂取してエネルギーに変換しなけ
ればならないし、その他生命を維持するために必要な環境を整えなければならない(2)。
岩田正美は、生活のニーズ(必要)という視点から人間の生活にとって必要なもの、な
くてはならないものとして次ぎのものを挙げている (3)。第 1は、生きていくために必要な
もので、光、水、空気であり、食物、衣類、住居などの必需財である。第2は、必需財を
生活の用に供するための家事労働や、身体の清潔や排、植などの生命体に不可欠な身辺の世
話(ケア)であり、第3が、必需財を選択し、家事や世話の遂行を全体として管理してい
く運営(マネジメント)であるという。このうち、第l、第2のものは、直接に生命の維
持にかかわるが、第3のものは、よりよい生活のために必要であるが、生命の維持との関
係では直接的ではない。
人が成長し、生命を維持するためには、光、水、空気の他に食物を摂取し、その中に含
まれている栄養素を消化、吸収し、身体に必要な体成分やエネルギーに変え、また、新陳
代謝によって失われたものを補って細胞の成長、生殖を図っていかなければならない (4)。
従って、人の生命の維持に欠くことのできない食物を保障することが、生存権の中心とし
て位置付けられなければなない。
また、生体は、生命の前提となる健康を維持するために、外部環境がどのように変化し
ても、生体の内部環境を恒常に保とうという働きを備えている (5)。その一つが体温で、人
の体温は、外界の気候が変化しても常に一定に保たれている。体温は健康のバロメーター
として測定される重要な指標であり、体温の保持は健康の第一条件である。しかし、地球
上の多くの地域において裸体ではこの調節能力に限界があり、人は気候に応じて衣類を着
用することによって、様々な気候の条件の下でも快適に生活し、健康を支え、生命を維持
することができる。
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衣類の着用に比べ体温を保持するためのより大きな気温の調節装置が住居である。住居
は、雨風や暑さ寒さから身を守り、外敵から生命を守っている (6)。住居と健康に関し1970
(昭和45)年に厚生省が行った「住宅環境と持病に関する調査J (厚生省統計地域傾向精
密調査)によると、住環境を日照、通風、騒音、振動、空気汚染及び一人あたり畳数の6
項目によって比較した場合、多くの持病について上下の聞には約10倍の聞きがあり、住居
と生命の維持・健康との間に重要な因果関係のあることが示唆されている。
(2)生命の維持・尊重と家事・世話の確保
以上のようにして、岩田が人の生活にとってなくてはならない第 lのものとして上げた
衣食住の保障が、 人の「生命の維持・尊重」に直接関わる3大要素として生存権の中心的
位置を占めるが、第2に挙げた家事労働や世話は、生存権の保障とどのように関わるので
あろうか。
人の生命の維持に必要な食物が収穫・捕獲され、衣類が作られ、それらの物を購入する
資金が用意されても、人はそれだけで生命を維持することはできない。今日では、先ず、
それらの物を商庖等から買うことをしなければならないし、買ってきた食物を料理して食
べることができる状態にしなければならない。また、身辺や生活の場を清潔にして生命の
基をなす健康を保つため洗濯、掃除をしなければならない。これらの行為は、買物、炊事、
洗濯、掃除等として一般に家事労働と呼ばれている。 さらに、人が生きていくためには、
料理されたものを食べて栄養素を吸収しエネルギーに転換しなければならないし、衣類の
着脱を行って体温を一定に保ち、入浴して身体を清潔にし、また、食べたものを排惜して
身体の生理機能を正常に保たなければならない。これらの行為は、食事、着脱衣、入浴、
排池として日常生活動作 (ADL)の4要素を構成し身辺処理と言われている。
これらの行為は、日常生活の中で、通常、自分自身で、あるいは、家族の中の誰かによ
って行われており、その限りで、生命の維持そのものについて特に問題となることはない。
しかし、幼少の子供や病人、重度障害者や高齢者等、身体の機能が未発達であったり、機
能が損なわれたりしていると、これらの行為を自分自身で行うことができず、他人の助け
を借りなければ生命を維持することができない。同書の中で岩田は、 「人間という動物は
生まれたときに歩けないだけでなく、こうした身辺の自立もでき上がっていない。…また
大人になっても、病気のときや何らかの障害があってその遂行が困難な場合、あるいは高
齢期に身体の機能が表えていくとき、誰かの世話になる場合があるJ(7)と述べ、生まれた
ばかりの子どもや機能の衰えた高齢者等にとって、他人の世話が生きていく上でなくては
ならないものであることに言及している。
このようにして、介護サービスの中心をなす家事労働と身辺の世話は、衣食住の確保と
同様に、人が生命を維持するためになくてはならないものであり、人の「健康で文化的な
最低限度の生活Jを支える重要な要素と言ってよいであろう。
(3)介護サービス要請の社会的背景
家事労働と身辺の世話が、人が生命を維持していく上で欠くことのできないものであっ
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ても、それが人々の自活的な生活の中で解決されている場合には、生存権に関わる問題と
して意識されることは少ない。生存権は、人の生命の維持・尊重に必要な諸条件に危機的
変化が生じたときに、国家に対する生命・生活の保障として具体的に主張されるようにな
る。
荒木誠之が、堀木訴訟最高裁判決を論評する中で、介護等を含む社会サービスの法的明
確化を主張したのは1982(昭和57)年であったが、介護を必要とする人々はそれ以前から
存在した。しかし、人生わずか50年の時代にあっては、介護を必要とする者は少なく、ま
た、個別にそのような状態があっても、家族の介護力によって解決されていたし、それが
得られない者については、特殊の問題として救護施設や養老院等で対処し、今日のように
大きな社会問題となることがなかった。従って、介護サ ビスが「健康で文化的な最低限
度の生活Jを支えるために欠くことのできないものと意識されるようになるためには、そ
れなりの社会的理由があり、介護を必要とする人々が増加したという事実と、介護を担う
家族の有り様に変化が生じ家族の介護機能が低下したという事実が、その社会的背景とし
て指摘されることとなる。
広井良典は、高齢者の介護問題は、 65歳以上の高齢化の一般の問題というより、 75歳以
上の後期高齢者の増加にともなう新しい問題であり、 90年代に入り、ようやく、しかし急
激にクローズアップされるようになった (8)として、 75歳以上の後期高齢者の増加が高齢者
の介護問題の大きな背景であることを述べている。確かに、後期高齢者の増加に伴う要介
護高齢者の増加が高齢者の介護問題の最大の要因であるが、それが家族の介護機能の中で
解決されていれば大きな社会問題にはならない。要介護高齢者の増加と家族の介護機能の
低下、限界というこつの要素が存在するとき、介護問題が社会的に大きな問題として表面
化したと言ってよいであろう。そして、要介護高齢者の増加や介護期間の長期化と家族の
介護機能の低下というこつの要因がクロスするようになったのが、 90年代に入ってからで
あった。
平成4(1992)年の厚生省の国民生活基礎調査によると、寝たきり高齢者の介護は86%
が女性によって担われている。従って、家族の介護機能の低下は、何よりも女性による介
護機能の低下であり、そのことを示すものが核家族化の進行と女性の就労の拡大と言って
よい。
核家族とは夫婦と未婚の子どもから構成される家族である。核家族化と介護機能の低下
との関係で注目されるのは、介護の33.4%が子の配偶者(女性)によって担われていたと
いう事実であるが、この介護力が親世帯と子世帯の分離という核家族化によって次第に縮
小することとなる。核家族化の進行は、 3世代世帯の減少及び高齢者のみの世帯の増加と
裏腹の関係にあるが、 1995(平成7)年になると、 3世代世帯が33.3%に対し、高齢者の
みの世帯が34.4%となって、その割合が逆転し、 1990年代に入って、高齢者のみの世帯を
中心に家族の介護機能が失われていった実態を読み取ることができる(厚生省「厚生行政
基礎調査j及び「国民生活基礎調査」厚生統計協会『国民福祉の動向J1999年、28頁)。
また、女性の就労の拡大については、総務庁統計局「労働力調査J (厚生省高齢者介護
対策本部事務局監修「新たな高齢者介護システムの確立について」株式会社ぎょうせい、平成7年
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8月、 90頁)によると、有配偶女性の就業状況は1975(昭和50)年に44.6%と半数以下で
あり、しかも、雇用者の割合が21.3%で職場から拘束される割合の女性が少なく、多くの
女性がいろいろな形で家族介護を担ってきたが、 1992年(平成4年)になると、就業する
有配偶女性の割合は52.1%と全体の半数を越え、しかも、雇用者の割合が35.5%となって
3世代世帯においても家族内介護が困難になってきたことを示している。
3 生存権の二重構造と介護サービス
(1) 最低限度の生活保障と快適生活の保障
今日、憲法25条が定める生存権を具体化するために生活保護法をはじめ、各種の社会保
障、社会福祉、公衆衛生等の関係法が制定されているが、これらの法律によって保障され
る生存権は、一様に「健康で文化的な最低限度の生活」を具体的な権利として保障するも
のであろうか。籾井常喜は早くからこのことを問題とし、生存権の二重構造的把握を主張
した(9)。
籾井によると、生存権は、国家からの干渉を排斥する自由権的基本権とは異なり、社会
的基本権として国家が国民の生活に介入・関与して、国民の人間らしい生活条件を確保し
ようとするものであるから、国の関与・責任の度合いはその対象となる要保障事故の緊急
ないし深刻の度合いとの関係で規定されることになり、その意味で憲法25条l項は、 「健
康で文化的な最低限度の生活」水準を下回っている生活不能の状態にある者に対し、その
水準に達するまでに必要な生活保障を行うべき国家の責任を明らかにしたものであって、
いわば、 「緊急的生存権」ともいうべきものであるのに対し、第2項は、最低限度の生活
水準を上回る諸条件の維持・向上を図るべき国家の努力義務を定めたもので、いわば、
「生活権」を保障したものであるとして、生存権に二つの区分があることを主張した。
これに対し中村睦男は、憲法第25条第 l項は「最低限度の生活Jの保障と言っているが、
そこには「健康で文化的な」という形容詞がついており、第 1項の中に、人間としてのぎ
りぎりの「最低限度の生活」の保障と、より「健康で」より「文化的なJ ["最低限度の生
活」の保障が含まれており、その意味で第2項は第 l項の具体化と解せられるから、第1
項と第2項を分離するのは妥当ではないとして、 1項、 2項一体論を展開する。しかし、
「憲法25条の違憲審査基準として、人間としての『最低限度の生活』の保障と、 『より快
適な生活の保障』との聞に、立法府の裁量の幅の広狭を認め、前者により厳格な基準を採
用するのは妥当な解釈方法である」と述べている (10)。
中村が、違憲審査基準として、最低限度の生活の保障と、より快適な生活の保障との間
に、立法府の裁量の幅に広狭を認めていることは、生存権の内容に二つの区分があること
を認めていることになり、それが、まさしく籾井が l項、 2項区分論を提唱する根拠であ
ったのであるから(11)、生存権が「緊急的生存権」と「生活権」の二重構造から成り立つ
ているとすることについては、両者ともに一致している。その違いは、二つあり、 一つは、
籾井が第l項の内容が緊急的生存権で、第2項が生活権を規定するものとして l項、 2項
を区分して考えるのに対し、中村は、第1項の中に緊急的生存権と生活権の二つが含まれ
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ると考える。二つめの違いは、 「最低限度の生活」の内容をどのように考えるかにある。
籾井が、 「健康で文化的な最低限度の生活の保障Jが緊急的生存権と生活権とを分ける分
水嶺であり、憲法25条が保障する「最低限度の生活」とは「健康で文化的な」それである
と理解するのに対し、中村は、 「最低限度の生活」とは人間としてのぎりぎりの最低限度
の生活であって、健康で文化的な生活は「快適な生活Jであると考える。
憲法25条第 l項の「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」
との規定は、 GHQの意向を受けて提出された政府原案にはなかったものであり、衆議院
の審議の過程で当時の社会党の提案により設けられたものであることはよく知られてい
る(12)。当時、その法的意味内容については、提案者の社会党においても、また、政府に
おいても必ずしも明確でなかったというが、池田政章によると、これを理論的に分析・体
系化したのが我妻栄であり、我妻は、生存権的基本権は、国家のなす敗残者に対する思慮
でなく、社会に生を受けた者の当然の権利であって、それは単に生きていくという程度で
はなく、 「人間に値する生存」でなければならないと言っていたというが(13)、人間に値す
る生存の保障が、人としてのぎりぎりの生活の保障であるとするならば、国家の積極的な
関与によって社会的・経済的弱者を保護し、実質的な平等を実現するために承認されるこ
ととなった社会権の意味(14)を滅却することになり、 「最低限度の生活」の保障とは、「健
康で文化的なJそれであるとすることが、妥当な解釈であろう。
しかし、 1項2項区分論にしろ、一体論にしろ、生活保護法第3条は、 「この法律によ
り保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができるもので
なければならない」と定めており、生活保護法が「健康で文化的な最低限度の生活」を保
障するものであることについては異論がないであろう。そうであるとするならば、介護サ
ービス保障が、介護扶助として生活保護法の中に規定されたことは、とりもなおさず、そ
れが「健康で文化的な最低限度の生活」を保障する重要な要素のーっとして位置付けられ、
そこで保障されるサービスの内容が国家に対する具体的請求権として認められたことを意
味する。
(2)最低限度の生活保障の種類と程度
何が「健康で文化的な最低限度の生活」と言えるかについては、 「特定の国の特定の時点
においては客観的に確定できる」という確定説と、それは「きわめて抽象的相対的な概念で
あり、その具体的内容は、文化の発達、国民経済の進展にともなって向上するのはもとよ
り、多数の不確定要素を総合考慮、してはじめて決定できる」という不確定説とがある(15)。
しかし、両説とも、その具体的内容が、その時々の文化の発達の程度や、経済的・社会的
条件によって規定されることは認めている。
そこには、人たるに値する「健康で文化的な最低限度の生活」のためにどのような内容
の保障が必要かという保障の「種類Jの問題と、それがどの程度に保障されれば人たるに
値する生活と言えるかという保障の「程度jの問題がある。朝日訴訟(16)は、厚生大臣の定
める保護基準が健康で文化的な最低限度の生活を支えるものといえるかどうかという「程
度」の問題として争われた。これに対し、本研究ノ 卜が問題とする、介護サ ビスは
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「健康で文化的な最低限度の生活」に必要不可欠な要素と言えるかどうかは、生存権保障
の「種類」の問題であると言ってよい。
介護サービスの「種類」の問題として、荒木誠之は、これまでの社会保障立法は、所得
保障を中心に金銭給付の制度作りに力を注いできたが、健康で文化的な生活を営むには、
金銭のみでは充足できない部分があり、所得保障とならんで、老齢、心身障害、傷病等、
人間としての生活を営む上でのハンディキャップを除去ないし軽減する非金銭的な社会サ
ービスの保障が不可欠であるとして、早くから身体障害者福祉法等に規定されている介護
に関するサービスの生存権上の法的明確化を主張していた(17)。また、河野正輝は、憲法
25条1項にいう最低生活の保障とは所得保障のみならず医療および社会福祉サービスの保
障を不可欠の要素として含むと解しなければならないと主張しており(18)、2において考察
したように、介護サービスは、衣食住と同様に人が生命を維持する上でなくてはならない
「生活必需サービス」であり、それらのサービスを受ける権利は、要介護状態にある者に
とって生存権の核心をなすものと言ってよいであろう。
また、 「程度」の問題として、堀勝洋は、社会保障の水準については可能な限り改善を
加えていくことは必要であるが、社会保障の本来の性格から考えて「快適な水準」まで保
障するとは考えにくい。しかし、医療保障制度における医療自体は、最適なものが保障さ
れる必要があるとじて、一般の所得保障と医療保障の有り様が異なることを述べ、 「最適
水準の保障」という考えを提唱している(19)が、その内容は、介護サービスについてもその
まま当て巌まる。
介護サービス及び医療サービスは、個々の要介護状態や病状によって必要とするサ ピ
スの種類と程度が定まるもので、一般の所得保障(20)によって保障されるものと異なり、一
律に最低限度の水準を設定することになじまない。要介護度1の者や軽病人が必要とする
介護サ ピスや医療サ ピスの内容では、要介護度5の者や重病人の生命の維持には危険
が生じて来るし、反対に、要介護度5の者や重病人が必要とするサービスについては、要
介護度 lの者や軽病人はそこまで必要としない。そこで求められるサービスの水準は、最
低でもなければ最高でもなく、介護状態や病状に応じた「最適水準jのものと言ってよい。
また、その必要の程度は、生命尊重の視点から言って、籾井の言う「生活不能の状態J
にある者と、その水準を越えて生活する者との聞において差異のありょうがなく、そこに
求められる介護サービス及び医療サ ビスの内容は、現在の介護や医療の発達段階に対応
した「最適水準」のものである必要があり、それは「健康で文化的な最低限度の生活水準j
としての「最適水準」の保障であって、言わば、 「健康で文化的な『最適にして最低限度』
の生活保障」と言ってよいものである。
4 介護保険法の生存権上の位置付け
(1) 区分論、一体論と介護保険法
以上のようにして、介護サービスが、人の生命の維持・尊重に必要不可欠なサービスで
あり、生存権の二重構造から導かれる「健康で文化的な最低限度の生活」を保障する重要
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なものと位置付けることができるのであれば、その給付を目的とする介護保険法は生活保
護法と同様に、憲法25条の定める国民の「健康で文化的な最低限度の生活」を介護サービ
ス面で具体的に保障する法律として位置付けることができるのではないかという問題を提
起する。
憲法25条l項、 2項区分論に立って生存権の二重構造を提唱した籾井によれば、最低限
度の生活保障は、ある人の生活全体が「健康で文化的な最低限度の生活j水準を下回って
いる場合に、その水準に達するまでの生活保障をなすものであり、その水準としての介護
サービスは最低限度の生活を具体的に保障する生活保護法の中に介護扶助として規定され
ているのであるから、たとえ、給付の内容が同じであっても、生活全体がその水準を越え
る者に対して給付される介護保険法は、最低限度の生活水準を上回る「快適な生活jを保
障する法律と位置付けることとなろう。
これに対し、 1項2項一体論は言うに及ばず多くの区分論も、介護保険法が、 「最低限
度の生活 jを保障するものであるか、それとも、その水準を越えて「快適な生活」を保障
するものであるかは、法律の目的と内容によって実質的に判断することとなろう。
この点について、一体論に立つ河野正輝は、昭和54年に厚生年金に定額部分が設定され
たことを踏まえ、それは「年金の形をとおした最低生活の保障」であり、そこに最低生活
保障の方法として、公的扶助に限定する考え方から社会保険(年金給付)を優位せしめる
考え方への立法上の転換が認められ、年金給付がその施策単独で憲法25条1項にいう最低
生活保障を行う地位にはないとしても、公的扶助と同様、かつ公的扶助より優位性をもっ
て最低生活保障を行う役割を有すると述べ、生存権に関する立法の生成的性格を主張して
いる (21)。この文脈から言えば、介護保険法によって保障される介護サービスは、改正前の
生活保護法の中で保障される介護に関するサービスの内容を上回る内容であり、同時に、
介護保険法の給付内容が生活保護法の介護扶助の内容として規定されたことは、介護保険
法に十分な生成的効力が認められ、介護保険法を憲法25条の「健康で文化的な最低限度の
生活Jを保障する法律として位置付けることにとまどいはないものと思われる。
一方、区分論に立つ菊池馨実は、同じ区分論に立つ籾井とは異なった議論を展開する。
「健康で文化的な最低限度の生活jの内実が、生活保護法によってあまねく具現化されて
いるとするなら疑問であり、憲法25条l項に関わる基礎的生活の保障は、必ずしも生活保
護法によってのみ実現されるべきものではなく、その他の所得保障立法や医療・福祉サー
ビス保障立法などを含めて考えるべきである。そのことは、一定の費用負担能力のある者
に対する介護サービス保障であっても同様であり、 介護サービス保障は、憲法25条2項の
「より快適な生活Jの保障ではなく、第一義的には憲法25条l項の規範内容に関わる問題
と捉えるべきであると位置付けている。菊池はその理由として、介護サービスは、国民の
基礎的生活ニーズに関わるサービスであることと、介護サービスは医療サービスとともに
それが高額になるため、一定の経済的対価の用意があっても、自助努力だけで民間サービ
スなどを通じて得ることが困難であることを挙げている (2)。
(2)最低限度の生活保障と介護保険法
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家事援助及び身辺処理を中心的内容とする介護サービスは、 2において考察してきたよ
うに、衣食住とともに人が生命を維持する上で欠くことのできないものであり、菊池が述
べるように「国民の基礎的生活ニーズ」に関わるサービスである。そして、介護を自分自
身で、あるいは、身近かな家族等が行うことができない状態が生じたとき、人の生命にか
かわる重大な問題として社会的に広く意識されるようになる。
しかし、衣食住については、 「健康で文化的な最低限度の生活J水準を定め、それ以下
の生活状態にある者に対して、その水準に至るまでの所得保障をなすことによって、すべ
ての国民に対し「健康で文化的な最低限度の生活」を保障することができる。それが、所
得保障による「健康で文化的な最低限度の生活」の保障の内容であるが、介護サービスは、
医療サービスとともに、人の生命に直接関わるサ ピスというだけでなく、 3で述べたよ
うに、それらのサービスを具体的に必要とする状態は、介護、医療を必要とする者のそれ
ぞれの状態によって異なり、一律に最低限度の水準を定めることに適しない。そこに求め
られる介護、医療サ ビスの内容は、要介護状態や病状に対応した「最適水準」のもので
ある。それとともに、そこで提供されるべきサービスは、健康で文化的な生命を維持・尊
重するために最低限必要なサービスでもあるから、それは「健康で文化的な『最適にして
最低限度』のサービス」と言ってよいものである。それだけでなく、これらのサービスの
必要の程度は、国民一人一人の生命尊重の視点から言って、生活保護受給者と、その生活
水準を超えて生活している者との間において差異のありょうがなく、国民すべてに等しく
提供されるものでなければならない。
これらの点で、介護、医療サービスについての「最低限度の生活保障」は、従来の所得
保障とは異なる視点にたった有り様が求められ、生活保護受給者だけでなくその他の国民
に対しても具体的な権利として保障されなければならない。そのような意味で、介護保険
法は、憲法25条の「健康で文化的な最低限度の生活」を具体的に保障する法律として位置
付けることができょう。
また、菊池は、介護サービスを「より快適な生活」保障ではなく「最低限度の生活」保
障として捉えるべきもう一つの理由として、介護サービスが高額であることを挙げている。
確かに、介護及び医療サービスは、労働集約的で大量生産等になじまないことやニーズが
少ないこと等から、その価格は他の物品やサービスに比べ一般に高額であるだけでなく、
多くの場合サービスが継続的に必要となり総体としての費用が高額なものとなって、 「生
活不能の状態」にある者だけでなく、それを上回る生活水準にある多くの者にとっても、
自助努力だけでそれらのサービスを購入することには大きな困難が伴う。しかも、そこで
必要とされるサ ピスは、上に述べたように国民の基礎的生活を支える「健康で文化的な
『最適にして最低限度』の水準」のものであり、生活保護受給者のみならず、その他の国
民に対しても一様に保障されなければならない。この問題を解決する一つの方法が、相互
扶助を内容とする保険方式によって、それらのサービスを購入する費用を保障しようとす
るものであり、介護保険法はまさしくそのような法律として、この点からも、憲法25条の
「健康で文化的な最低限度の生活jを具体的に保障する法律として位置付けることができ
るであろう。
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